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研究成果の概要（和文）：機械、電機、輸送機器に属する製造企業からデータ収集するため質問票を作成し、ド
イツ、イタリア、北欧、スペイン、スイス、日本、中国、韓国、ベトナム、ブラジル等でデータ収集を完了し
た。これら調査データを用いて、研究枠組を構成する測定尺度の信頼性と妥当性を調べ、持続族可能性と事業継
続性をもつ高業績製造企業を構築するための仮説検証を始めた。この研究枠組は組織特性、HRM、品質監理、顧
客サービス、リーン生産、SCM、生産情報システム、技術管理、新製品開発、競争パフォーマンス、オペレーシ
ョン能力等の要素を含む。研究結果はこれらの間の関係性に焦点を当て、優れた製造企業を構築する方法は複数
あることを示している。

研究成果の概要（英文）：We designed the questionnaire for data collection from manufacturing firms 
(machinery, electric & electronics, transportation equipment), and completed the data collection in 
Germany, Italy, northern Europe, Spain, Switzerland, Japan, China, Korea, Vietnam, and Brazil. Based
 on the survey data, we checked the reliability and validity of the constructs in our research 
framework, and then started testing the hypotheses on the development of high performing 
manufacturing firms with sustainability and business continuity. The research framework includes 
such factors as organizational characteristics, HRM, quality management, customer service, lean 
production, SCM, production information systems, technology development, new product development, 
and competitive performance, operational capabilities, and so on. Our findings are focusing on the 
particular relationships among those factors, demonstrating there are some ways to build excellent 
manufacturing systems.

研究分野：オペレーションズ・マネジメント

キーワード： サプライチェーン　事業継続性　持続可能性　経営管理　実証研究　サプライチェーン・マネジメント
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究組織を構成する 5 名は、優れた製造
企業が備えるべき要件を探ることを主たる
目的として世界各国の製造マネジメント研
究者で組織された High Performance 
Manufacturing (HPM）国際共同研究プロジ
ェクトの日本チームのメンバーとして、測定
尺度の構成、質問調査票の設計、日本の製造
企業における調査データの収集、各国製造企
業の調査データに基づく実証研究と国際比
較研究に取り組んでいる。 
この国際共同研究プロジェクトは 1980 年
代後半に米国中西部で始まった製造企業の
実証研究を起源とし、1993 年に日本と欧州
（英国、ドイツ、イタリア）が加わって組織
された世界 5 ヶ国による World Class 
Manufacturing (WCM）国際共同研究プロジ
ェクトがその前身で、2000 年頃に現在の
HPM 国際共同研究プロジェクトに改称され
た。日本チームは 1993 年からこの国際共同
研究に参画し、5か国で展開された第 2ラウ
ンド調査から最新の第 4 ラウンド調査まで、
質問票の設計、翻訳、データ収集および解析
に携わってきた。本研究の開始当初は第 4ラ
ウンド調査の設計段階にあり、また、国内で
は東日本大震災後の経済復興過程で、事業継
続性やレジリエンスに対する関心が高まり
つつある時期でもあった。本調査に対する国
内の製造企業からの協力が少しでも得られ
るように、環境マネジメントの観点からの持
続可能性とリスク・危機マネジメントの観点
からの事業継続性を加味した質問調査とな
るように見直しを行っていた。また、本研究
課題では、組織、文化、人的資源管理等に詳
しい研究者も加わり、環境の不確実性や組織
文化が製造オペレーションの実践活動やそ
の成果に及ぼす影響についても詳しい分析
を試みる組織体制が整った。 
 
２．研究の目的 
世界規模での環境問題への対応が迫られ
る一方で、様々な自然災害やテロによって誘
発される危機が頻発する中で、多くの企業が
自らの事業を見直し、環境に優しく、かつ危
機に強い真に持続可能な事業を再構築しよ
うと模索を始めている。本研究課題では、サ
プライチェーンの目指すべき中長期目的と
して、従来から議論されてきた持続可能性の
みならず、災害や危機に対する事業継続性に
も焦点を当てる。すでに確立された測定尺度
に加えて、事業継続性を的確に把握できる測
定尺度を新規に開発し、世界各国に立地する
製造事業所のオペレーション特性に関する
データを収集し、優れたオペレーションの構
造的特質を明らかにする。柔軟性と俊敏姓、
社会性を併せ持つ高業績製造企業が備える
べき要件、それらの間の相乗効果あるいはト
レードオフといった複雑な関連性を把握し、
高業績製造企業の構築に向けた道筋を見出
すことが狙いである。さらに、国際比較を通

じて、高業績製造企業構築の異なる道筋を確
認すとも企図されている。 
 
３．研究の方法 
環境保護と事業継続を含めた高業績製造
企業が備えるべき要件を明らかにすること、
すなわち、世界の優れた製造企業が持つ共通
要因を抽出するとともに、企業毎に異なる状
況要因がその競争力といかに結びついてい
るかを解明することが目標となる。その実現
のためには、いくつかの課題をクリアしなけ
ればならない。 
(1) 質問調査票の設計の前提条件として、製
造事業所のマネジメントに不可欠な主要要
因の間に存在する関連性を描いた分析枠組
みと仮説を構築する。 
(2) 仮説検証の材料となるオペレーション
上の重要概念に対応した測定尺度を適切に
構成する。HPM の前ラウンド調査で新たに導
入された測定尺度の中には、信頼性と妥当
性の面で改善の余地があるものがあり、質
問項目の見直しが求められる。また、持続
可能性や事業継続性等については、新規の
測定尺度の構築が必要となる。 
(3) 情報通信技術とグローバルなサプライ
チェーンの構築を基礎として欧米の製造企
業はその再生を目指しており、オペレーシ
ョンにおける情報通信技術の役割を評価す
るための測定尺度について検討する必要と
ある。 
(4) アジアを中心とする新興国では低コス
トを武器に原材料・部品から最終製品まで
の国際競争力を高めつつあるが、これらの
国をどこまで調査対象とするかを決定しな
ければならない。 
(5) わが国の製造企業の多くは品質、コスト、
納期、環境変化に対する柔軟性といった主
要目的を同時達成すべく、製品技術と生産
技術の高度化、生産システムの更なる効率
化、あらゆる生産資源の蓄積と有効活用を
主軸としたオペレーション戦略を模索して
いるが、これが高業績製造企業の要件と言
えるのかを持続可能性と事業継続性の観点
から吟味しなければならない。 
(6) 地域、業種、企業タイプ、調査時点の違
いを考慮しつつ、調査対象とすべき環境、
組織、人的資源管理、改善活動、品質マネ
ジメント、TPM、生産情報システム、JIT 生
産、制約の理論、サプライチェーン・マネ
ジメント、技術開発、新製品開発、製造戦
略、文化、業績指標等の間の連関構造を解
明し、持続可能性と事業継続性を兼ね備え
たサプライチェーンの構築方法を見出す。 
現時点で、ドイツ、イタリア、スペイン、
北欧、スイス、ブラジル、中国、韓国、ベト
ナム等、各国製造企業に関するデータを取得
し、生産システムの国際比較研究に注力した。
これらの成果を取り纏め、研究会の開催と研
究集会への参加を通じて、最終成果の報告に
努めた。なお、米国と英国、フランス、カナ



ダ等においては、依然としてデータを収集中
という段階に終わっている。 
 
４．研究成果 
(1) 環境要因と内部努力要因が製造柔軟性
に及ぼす影響 
中国や韓国など、開発途上国が経済力・技
術力を付けてくるに従い、先進国の製造業企
業にとって市場競争は激烈化し、市場変動は
ますます急速になりつつある。この中で製造
業企業が生存するためには、製造柔軟性が重
要な鍵要素である。その成否に影響する要素
には、個別市場における需要の安定性のよう
な環境要因と、企業内では情報技術の活用に
よる工場内業務の調整能力のような内部努
力(capability)要因とがある。しかしこれら
の間の相互関係についての研究は少ない。特
に、情報技術の企業競争力への貢献について
統計的に有意な説明力を持つ研究は少ない。
この結果、これらの関係がどうであるべきか
についての知識は普及せず、強い主張はなさ
れていない。 
この現状に対して、この研究では個別市場
の需要安定性という環境要因と、工場内活動
の調整能力という内部努力要因を共に実証
モデルに組み入れて、製造柔軟性を説明する
SEM モデルを提案する。調査データを既存研
究と整合的な類推に基づく様々な分析モデ
ルに適用して、SEM(構造方程式モデリング)
分析により説明力の最も高いモデルを探索
し、仮説モデルを提案した。その結果、以下
の因果関係が推定できた。 
① 効果的な工程実現には、情報技術の活用
による自動化レベルの向上と、工程管理能
力の改善が必要である。 
② 工場内の製造活動の調整には、効果的な
工程実現とグループウェア等による情報
共有が必要である。 
③ 個別市場の需要が安定的だと、製造柔軟
性の実現は容易になる。 
④ 工場内の製造活動の調整が改善すると、
製造柔軟性の実現は容易になる。 
⑤ 効果的な工程実現には、製造柔軟性を改
善する直接効果もある。 
 
(2) 供給業者との関係が製造柔軟性に及ぼ
す影響 
市場における競争環境変化が加速する中、製
造業企業にとっては製造の柔軟性が競争力
及び生存力の鍵である。製造における柔軟性
には、新製品開発能力、製品構成や製造数量
の変更への対応力、納期遵守と納期変更への
対応力等、様々な側面がある。JIT、SCM や多
能職工他、トヨタ方式に代表される様々な生
産管理の知恵や努力等がこれらに貢献して
いるのは明らかである。しかしこれらの間の
相互関係についての研究は少ない。この結果、
これらの関係がどうであるべきかについて
の知識は普及せず、強い主張はなされていな
い。 

そこで、特に供給業者との関係に注目して、
政策間の因果関係を明らかにする。調査デー
タを、既存研究と整合的な類推に基づく様々
な分析モデルに適用して、SEM(構造方程式モ
デリング)分析により説明力の最も高いモデ
ルを探索し、以下の因果関係を推定すること
ができた。 
① 製造設備レイアウトの最適化は、カンバ
ン方式の採用に影響される。 
② サプライチェーン計画の成功には、部品
や原材料の供給者との信頼関係が大事で
ある。 
③ 製造設備の設定時間短縮は、製造設備レ
イアウトの最適化とサプライチェーン計
画に依存する。 
④ 製造業企業の市場における柔軟性実現に
は、製造設備の設定時間短縮が重要である。 
 
(3) 情報技術がサプランチェーン統合に及
ぼす影響 
サプライチェーン統合に関する調査を日
本企業のみを対象に実施し、そのデータに基
づき、情報技術がサプライチェーン統合をい
かに促進し、そのパフォーマンス向上に資す
るか、その構造的特性を明らかにしようと試
みた。 
 まず、サプライチェーン向けアプリが供給
業者との統合と顧客との統合の両方を促進
することに加えて、企業内の職能間アプリが
を内部統合だけでなく、供給業者との統合も
支援する効果を持つことが明らかとなった。
また、顧客との統合は納期と柔軟性の向上に
ともに正の影響を与えるのに対して、内部統
合は納期、供給業との統合は柔軟性の向上に
のみ、正の影響を持つことが見い出された。 
 
(4) 組織文化とサプライチェーン統合の関
係 
サプライチェーン統合に関する調査を日
本企業のみを対象に実施し、そのデータに基
づき、サプライチェーン統合を促進する組織
文化を特徴づけようと試みた。その際、国の
文化を捉えるために開発された価値調査モ
デルを組織文化の測定のために用い、その分
散の大きさからその正当性を主張した。 
 抑制的な文化よりも我が儘気ままな文化
が内部統合、顧客との統合、供給業者との統
合のすべてに正の影響を及ぼすことが最も
顕著な結果であった。また、長期志向の文化
が内部統合を促進し、リスク回避度の低い文
化が顧客との統合を助長することも立証さ
れた。 
 
(5) 品質マネジメントに関する国際比較 
日本とベトナムの製造企業から得られた
調査データを用いて、両国における品質マネ
ジメントの構造に違いがあるかどうかを検
討した。 
まず、費用、品質、納期、柔軟性といった
オペレーション能力に強い影響を与えてい



る品質マネジメントの実践活動は、プロセス
管理と品質改善への供給業者の関与の２つ
であることが示された。さらに、品質改善へ
の供給業者の関与がオペレーション能力に
及ぼす効果はベトナムの方が大きいことが
立証された。 
 
(6) サプライチェーン・マネジメントに関す
る国際比較 
日本とベトナムの製造企業から得られた
調査データを用いて、両国におけるサプライ
チェーン・マネジメントの構造に違いがある
かを検討した。 
まず、費用、品質、納期、柔軟性といった
オペレーション能力に強い影響を与えてい
るのは、川上の供給業者との統合よりも、川
下の顧客との統合であることが示された。こ
の顧客との統合がオペレーション能力に及
ぼす影響については、ベトナムと日本で大き
な違いは見いだされなかった。一方、供給業
者との統合については、ベトナムでは費用、
品質、柔軟性により強い影響を与えているの
に対し、日本では納期により強い影響を与え
ているという違いが見い出された。 
 
(7) イノベーション、継続的改善活動と顧客
満足度の関係の解明 
 重要な経営指標となっている顧客満足度
の生成メカニズムを知ることにより、どのよ
うにして CS を高めるかという経営課題に対
する指針を示すことができる。イノベーショ
ンと継続的改善活動に着目し、それらの取り
組みと顧客満足度との関係を分析した。 
 まず、イノベーション全般と継続的改善活
動と顧客満足度の関係についての分析をお
こなった結果、イノベーションと継続的改善
活動の両者が顧客満足度に影響を与えてい
ることが判明した。ただし、両者の間には相
関関係は存在せず、シナジー効果も発生して
いないことがわかった。 
 次に、イノベーションについて、その性質
によってプロダクト・イノベーションとプロ
セス・イノベーションの二つに分解し、それ
らと CS との関係についての分析を行った。
用いたデータは HPM プロジェクトによる。そ
の結果、プロダクト・イノベーションとプロ
セス・イノベーションの間には相関関係があ
るものの、顧客満足度に有意に影響している
のは、プロセス・イノベーションであること
を解明した。 
 
(8) 新製品開発におけるファジーフロント
エンド・プロセスの有効性の検証 
 新製品開発は企業活動にとって重要な経
営課題である。従って、新製品開発を成功に
導く要因を解明することが強く要請されて
いる。新製品開発の成否に影響を与える要因
として、ファジーフロントエンド・プロセス
について焦点を当て、その有効性についての
分析を行った。 

 まず、ファジーフロントエンド・プロセス
の実践度合いと利害関係者（社内製造部門、
顧客、供給業者）の関与との関係についての
分析をおこなった。その結果、すべての利害
関係者の関与がファジーフロントエンド・プ
ロセスの実践度合いに影響を与えているこ
とが判明した。なお、影響度合いの大きさは、
社内製造部門、顧客、供給業者の順となった。
また企業の利害関係者への関与志向性は一
貫しており、利害関係者の関与度合いは相互
に相関していることがわかった。 
 次に、新製品開発の成否、ファジーフロン
トエンド・プロセスの実践度合い、並びに利
害関係者の関与度合いの関係についての分
析をおこなった。その結果、ファジーフロン
トエンド・プロセスの実践度合いが新製品開
発の成否に影響を及ぼしていることを解明
した。その反面、いずれの利害関係者の関与
度合いも、新製品開発の成否には影響がない
ことがわかった。ここから、ファジーフロン
トエンド・プロセスが、企業の新製品開発の
際の各種利害関係者の関与の統合機能を果
たしており、これが新製品開発の成否に影響
を与える要因となっていることを明らかに
した。 
 
(9) 組織構造・過程と顧客満足度の関係 
本研究においては、組織構造（権限集中化と
組織構造フラット化）と組織過程（監督者の
対人関係促進と作業現場での接触）の諸変数
が顧客満足度に与える影響について明らか
にするとともに、その影響関係に組織コミッ
トメント（感情的コミットメント）がメディ
エータとして作用するかどうかを分析した
ものである。HPM の Round 3 のデータから、
266 工場を分析対象として、単純な Sobel 
Test と、SEM を使って分析したところ、組織
構造要因のうち権限の集中化が顧客満足度
に与える影響に対して組織コミットメント
は有意に媒介しておらず、組織構造のフラッ
ト化の影響については部分的な媒介作用が
存在することが明らかになった。また、組織
過程要因のうち監督者の対人関係促進が顧
客満足度に与える影響に対して組織コミッ
トメントは部分的に媒介しており、作業現場
での接触の影響については完全に媒介して
いたことが明らかになった。 
 
(10) 就業形態と職務満足度の関係 
この研究では、就業形態の違い（正規雇用
と非正規雇用）が職務や職場の満足度に与え
る影響に対して、パーソナリティ研究におけ
るタイプ Aとタイプ Bの違いがモデレータと
して機能するかどうかを実証研究している。
このようなモデレータを想定する理由は、出
世欲が強いタイプAは正規雇用者として勤務
する際により満足度が高く、マイペースを望
むタイプBは非正規雇用者として勤務する際
により満足度が高くなると考えられるから
である。東京近郊で働く 6,607 人のデータに



対して分散分析を行い、さらにその推定周辺
平均値を比較したところ、仮説通り、タイプ
A の従業員の場合には正規雇用者は非正規雇
用者よりも満足度が高く、タイプ Bの従業員
の場合には非正規雇用者よりも正規雇用者
のほうが満足度が高いことが明らかになっ
た。 
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